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この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 23年４月５日
支出負担行為担当官
国税庁長官官房会計課長 上羅 豪

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 14、71、27

] 借入物品等及び数量 平成23年度パーソナ
ルコンピュータ等の借入（区分１～区分４）
区分１ 16¶629台 区分２ 1¶487台
区分３ 1¶219台 区分４ 584台

^ 調達案件の特質等 調達案件の性質等に関
し、支出負担行為担当官が別途指示する特質
を有すること。

_ 借入期間 平成24年１月１日から平成27年
12月31日までの間

` 履行場所 当庁の別途指定した場所
a 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の５％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の105分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。

] 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

^ 平成22・23・24年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物品
の販売」で「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付け
され、関東・甲信越地域の競争参加資格を有
する者又は当該競争参加資格を有していない
者で、入札書の受領期限までに競争参加審査
を受け競争参加資格者名簿に登載された者で
あること。

_ 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。

` 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。

a 本公告の物品を第三者をして貸付けしよう
とする者にあっては、当該物品を自ら貸付け
できる能力を有するとともに、第三者をして
貸付けできる能力を有することを証明した者
であること。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び入札説明書の交付場所
〒100`8978 東京都千代田区霞が関３丁目
１番１号入札説明室（Ｂ東84）

] 入札説明書の交付方法 随時交付する。
^ 入札説明会の日時及び場所
{ 仕様内容等の説明 平成23年４月27日
中央合同庁舎第４号館324Ｂ会議室 14時
00分

| 納入台数等の説明 平成23年５月20日
中央合同庁舎第４号館324Ｂ会議室 11時
00分

_ 入札書の受領期限
平成23年６月16日17時30分

` 開札の日時及び場所
平成23年６月21日 国税庁第五会議室
区分１ 13時30分 区分２ 14時15分
区分３ 15時00分 区分４ 15時45分

４ 電子入札システムの利用
本件は、財務省電子入札システムを利用した
応札及び入開札手続により実施するものとす
る。ただし、紙による入札書の提出も可とする。

５ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金 免除。
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した入
札参加のために必要な書類を平成23年６月６
日までに提出しなければならない。また、入
札者は、開札日の前日までの間において、支
出負担行為担当官から当該書類に関し説明を
求められた場合は、それに応じなければなら
ない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内の入札金額を示した入札者で
あって、支出負担行為担当官が入札説明書で
指定する性能、機能等の要件のうち、必須と
した項目について基準をすべて満たしている
提案をした入札者の中から、入札説明書にお
いて定める総合評価落札方式をもって落札者
を定める。

b 手続における交渉の有無 無。
c 問い合わせ先 国税庁長官官房会計課契約
第二係 大森 智規 電話03`3581`4161

内線3646

d その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takeshi Uera Director

Accounts Division, CommissionerÐs Sec-

retariat, National Tax Agency.

] Classification of the products to be pro-

cured : 14, 71, 27

^ Nature and quantity of the products to be

rent : Personal computers etc. in the 2011

fiscal year {16,629 sets |1,487 sets }1,219

sets~584 sets

_ Rent period : From 1 January 2012 th-

rough 31 December 2015.

` Rent place : Location specified by Na-

tional Tax Agency.l
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